
 

 

 

平成22年度事業計画及び収支予算策定の基本方針 

 

現在世界は米国における金融危機を契機とする歴史的不況からの脱却を模索しています

が、このような中においても環境・エネルギー問題への抜本的対応は待ったなしの状況と

なっています。 

特に温室効果ガスの削減については、我が国もCOP15の国際的議論の過程で、公平かつ

実効性のある国際的枠組の構築等を前提として、「2020年に1990年比で25％削減する」と

の目標を表明しました。 

これを踏まえ、現在「低炭素型社会の実現」に向けあらゆる政策を総動員する方針が明

確にされていますが、この中で省エネルギーが最も中心的対策の一つとなることは衆目の

一致するところです。 

また我が国は、世界最高水準の省エネルギー先進国として、既にその技術・活動が国際

的に高く評価されており、このため海外からは省エネルギー分野の協力による国際的貢献

が一段と求められるようになっています。 

さらに、直近の対応として、2008年改正の「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省

エネ法）」が本年4月から本格施行され、エネルギー管理の義務付けがこれまでの工場・事

業場単位から新たに事業者単位となる等大幅な変更に伴い、様々な場面で新たな省エネル

ギー対策が必要となります。 

 

このように我が国内外或いは長期・短期に亘り省エネルギーのニーズが一層高まる中で、

専門的かつ中核的な実施機関として省エネルギー推進を担当してきた当センターに対する

期待もより高度なものとなっています。 

このため、当センターとしては、従来から培ってきた技術やノウハウ等を生かして省エ

ネルギーに係る政策や有効な技術・知識の普及、人材育成等の活動をさらに積極化してい

くこととしています。 

かかる観点から平成22年度は、後述の事業計画書にあるように、 

Ⅰ．産業における省エネルギー推進支援 

Ⅱ．省エネ型機器の普及等による国民的省エネルギー活動の支援 

Ⅲ．省エネルギー関連人材の育成・活動支援 

Ⅳ．国際協力の推進 

Ⅴ．国家試験・研修・講習の実施 

を柱として、より効果的かつ効率的に対象の事業を実施していくこととしています。 



 

 

 

また、政府が進める公益法人改革の中で、当センターには、公益性を保持しつつ民間専

門機関としての活力を従来以上に発揮することが求められる状況となっています。このた

め、既に当センターとして自主的な企画による事業に積極的に取り組んでいますが、平成

22年度は産業、民生、運輸等における省エネルギーや二酸化炭素削減のニーズを踏まえて、

このような自主事業の一層の拡大・強化に努めます。 

さらに、現在施行されている公益法人制度を踏まえ、新たな法人形態への移行を適確に

行うよう具体的に検討していきます。 

 

平成 22 年度の収支予算については、事業計画を踏まえるとともに法人運営の適正化に

十分留意しながら作成しました。 

この中で国からの受託事業等については、競争入札が原則となり、また発注時期や規

模・内容がまだ明らかでないものがある等現時点では不確定な要素があります。このよう

な中で当センターとして提案・企画能力、コスト競争力を強化し積極的に応札していきま

すが、公益法人への発注等に係る国側の統一的方針もあり、平成21年度比では減少が見込

まれます。 

このため、自主事業をさらに積極的に企画・実施することとしていますが、予算規模全

体は平成21年度に比べ減少するものと見込んでいます。 

 

以上のように、現在当センターに対しては、我が国内外における省エネルギーへの取り

組み強化の中でその活動への期待が高まる一方、法人運営についても制度上の新たな要請

がなされるなど省エネルギー推進専門機関としてレベルアップが求められています。 

当センターとしては、このような状況を真摯に受け止め、より適確な事業運営に向け役

職員一丸となって対応していくこととしています。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収 支 予 算 書 



 

 

 

（単位：千円）
一般会計 特別会計 合    　計 備　　   考

Ⅰ 事業活動収支の部
１．事業活動収入

①基本財産等利息収入 31,775 720 32,495
② 賛助会費収入 196,160 196,160
③ 事業収入 854,064 673,200 1,527,264

試験・講習事業収入 673,200 673,200

出版事業収入 194,461 194,461

通信教育・講座等事業収入 259,475 259,475

その他事業収入 400,128 400,128

④ 補助金等収入 1,904,825 1,904,825
国庫補助金収入 440,000 440,000

受託収入 1,464,825 1,464,825

⑤ 雑収入 2,180 2,180
受取利息収入 380 380

雑収入 1,800 1,800

事業活動収入　合計 2,989,004 673,920 3,662,924

２．事業活動支出
①事業費支出 2,754,754 597,787 3,352,541

補助事業費支出 440,000 440,000

受託事業費支出 1,464,825 1,464,825

試験・講習事業支出 597,787 597,787

出版事業費支出 151,975 151,975

通信教育・講座等事業費支出 248,237 248,237

その他事業費支出 449,717 449,717

②管理費支出 244,050 104,340 348,390
(事業費振替額再掲) (725,374) (134,880) (860,254)

人件費支出 165,771 28,711 194,482

(事業費振替額再掲) (566,854) (134,880) (701,734)

事務費支出 78,279 75,629 153,908

(事業費振替額再掲) (158,520) (158,520)

事業活動支出  合計 2,998,804 702,127 3,700,931
事業活動収支差額 △ 9,800 △ 28,207 △ 38,007

Ⅱ投資活動収支の部
１．投資活動収入

特定資産取崩収入 19,800 28,207 48,007
退職給付積立資産取崩収入 19,800 19,800
特別研修等積立資産取崩収入 28,207 28,207

投資活動収入  合計 19,800 28,207 48,007
投資活動収支差額 19,800 28,207 48,007

Ⅲ財務活動収支の部 0 0 0
Ⅳ予備費支出 10,000 10,000

当期収支差額 0 0 0
前期繰越収支差額 1,185,395 320,581 1,505,976 H20年度決算額を記載(参考)

次期繰越収支差額 1,185,395 320,581 1,505,976

（注） １．短期借入金限度額：事業活動収入の合計額を限度とする。

収　 支　 予　 算　 書　 総　 括　 表
 平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで



 

 

 

（単位：千円）
予　算　額 前期予算額 増　　　減 備　　  　　　考

Ⅰ事業活動収支の部
１．事業活動収入

①基本財産等利息収入 31,775 32,623 △ 848
② 賛助会費収入 196,160 188,500 7,660

賛助会費 196,160 188,500 7,660

③ 事業収入 854,064 1,003,135 △ 149,071
出版事業収入 194,461 254,602 △ 60,141
通信教育・講座等事業収入 259,475 376,740 △ 117,265
その他事業収入 400,128 371,793 28,335

④ 補助金等収入 1,904,825 2,542,000 △ 637,175
国庫補助金収入 440,000 462,000 △ 22,000
受託収入 1,464,825 2,080,000 △ 615,175

⑤ 雑収入 2,180 2,400 △ 220
受取利息収入 380 400 △ 20
雑収入 1,800 2,000 △ 200

事業活動収入　合計 2,989,004 3,768,658 △ 779,654

２．事業活動支出
①事業費支出 2,754,754 3,500,120 △ 745,366

補助事業費支出 440,000 462,000 △ 22,000
受託事業費支出 1,464,825 2,080,000 △ 615,175
出版事業費支出 151,975 244,184 △ 92,209
通信教育・講座等事業費支出 248,237 307,089 △ 58,852
その他事業費支出 449,717 406,847 42,870

②管理費支出 244,050 320,538 △ 76,488
(事業費振替額) (725,374) (686,827) (38,547)

人件費支出 165,771 255,216 △ 89,445
(事業費振替額) (566,854) (520,100) (46,754)
給料手当支出 603,775 603,534 241
退職給付費用 19,800 62,000 △ 42,200
法定福利費支出 80,948 81,120 △ 172
福利厚生費支出 28,102 28,662 △ 560

事務費支出 78,279 65,322 12,957
(事業費振替額) (158,520) (166,727) (△8,207)
旅費交通費支出 1,735 473 1,262
通信連絡費支出 17,680 12,353 5,327
一般消耗品費支出 16,352 18,557 △ 2,205
事務所賃借料支出 126,960 126,598 362
臨時雇用員費支出 14,214 9,785 4,429
租税公課費支出 15,467 19,532 △ 4,065
光熱費水道料支出 8,480 8,831 △ 351
為替手数料 4,862 6,420 △ 1,558
その他事務費支出 31,049 29,500 1,549

事業活動支出  合計 2,998,804 3,820,658 △ 821,854
事業活動収支差額 △ 9,800 △ 52,000 42,200

Ⅱ投資活動収支の部
１．投資活動収入

特定資産取崩収入 19,800 62,000 △ 42,200
退職給付積立資産取崩収入 19,800 62,000 △ 42,200

投資活動収入  合計 19,800 62,000 △ 42,200
投資活動収支差額 19,800 62,000 △ 42,200

Ⅲ財務活動収支の部 0 0 0
Ⅳ予備費支出 10,000 10,000 0

当期収支差額 0 0 0
前期繰越収支差額 1,185,395 878,705 306,690 H20年度決算額を記載(参考)

次期繰越収支差額 1,185,395 878,705 306,690

　収　  　支　　　予　　　　算　　　　書
平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

一　　　般　　　会 　　 計



 

 

 

（単位：千円）
予　算　額 前期予算額 増　 減 備　　　  考

Ⅰ事業活動収支の部
１．事業活動収入

①基本財産等運用収入 720 650 70
基本財産等利息収入 720 650 70

②事業収入 673,200 570,400 102,800
試験・講習事業収入 673,200 570,400 102,800

エネルギー管理士試験収入 225,200 200,300 24,900

エネルギー管理研修収入 131,500 142,000 △ 10,500

エネルギー管理講習「新規講習」収入 256,500 119,700 136,800

エネルギー管理講習「資質向上講習」収入 0 68,400 △ 68,400

エネルギー管理研修「特別研修」収入 60,000 40,000 20,000

事業活動収入　合計 673,920 571,050 102,870

２．事業活動支出
①事業費支出 597,787 527,820 69,967

エネルギー管理士試験事業費支出 159,818 147,614 12,204

エネルギー管理研修事業費支出 136,435 129,695 6,740

エネルギー管理講習「新規講習」事業費支出 230,364 118,105 112,259

エネルギー管理講習「資質向上講習」支出 0 68,330 △ 68,330

エネルギー管理研修「特別研修」事業費支出 71,170 64,076 7,094

②管理費支出 104,340 91,943 12,397
人件費支出 28,711 27,493 1,218

(事業費振替額) (134,880) (128,431) (6,449)

給料手当支出 139,052 132,535 6,517

法定福利費支出 19,631 18,710 921

福利厚生費支出 4,908 4,679 229

事務費支出 75,629 64,450 11,179

旅費交通費支出 148 127 21

通信連絡費支出 4,820 4,147 673

一般消耗品費支出 7,489 6,443 1,046

事務所賃借料支出 35,540 34,880 660

臨時雇用員費支出 3,737 3,215 522

租税公課費支出 7,833 6,739 1,094

光熱費水道料支出 2,521 2,169 352

為替手数料 2,069 1,780 289

その他事務費支出 11,472 4,950 6,522

事業活動支出  合計 702,127 619,763 82,364
事業活動収支差額 △ 28,207 △ 48,713 20,506

Ⅱ投資活動収支の部
１．投資活動収入

特定資産取崩収入 28,207 48,713 △ 20,506
特別研修等積立資産取崩収入 28,207 48,713 △ 20,506

投資活動収入  合計 28,207 48,713 △ 20,506
投資活動収支差額 28,207 48,713 △ 20,506

Ⅲ財務活動収支の部 0 0 0

当期収支差額 0 0 0
前期繰越収支差額 320,581 272,560 48,021 H20年度決算額を記載(参考)

次期繰越収支差額 320,581 272,560 48,021

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

収　　 　支　　 　予　　　 算　 　　書

国 家 試 験 事 業 等 特 別 会 計




